	※石垣市役所記入欄（記入しないで下さい。）

	令　和　８　年　度　　
	

	認定番号：　　　　　　　　
	認定区分：新２号・新３号

	受　付
	審 査 結 果：　認定　・　取消

	
	父・母・他（　　）
	就労・妊娠・疾病・介護・災害・
求職・就学・育休・その他（　　）

	
	父・母・他（　　）
	就労・妊娠・疾病・介護・災害・
求職・就学・育休・その他（　　）

	認定期間：R　　.    　 .      ～R　    .   　  .     


	

	記　入　例


	

	








[bookmark: _GoBack]子育てのための施設等利用給付認定現況届
裏面同意事項に同意の上、子ども子育て支援法第30条の7の規定に基づく現況の届出をします。
※内容に変更がある場合は、印字内容を二重線で抹消した後に現在の状況を追記して下さい。
石垣市長　様

	保　護　者①　①
	ふりがな
	いしがき　やまろう
	続柄
	現住所　〒　907-8501

	
	氏名
	石垣　山郎
	父
	沖縄県石垣市真栄里672番地
石垣アパート101

	保　護　者②
	ふりがな
	いしがき　はなこ
	続柄
	現住所（保護者①と異なる場合のみ記載）

	
	氏名
	石垣　花子
	母父父
	〒

	連絡先
	保護者①連絡先
	保護者②連絡先

	
	090-1111-2222
	080-3333-4444

	認定子ども
	ふりがな
	いしがき　うみ
	現住所
保護者と異なる場合のみ記載
	〒

	
	氏名
	石垣　海
	
	

	
	
	
	
	

	
	生年月日
	令和 ５ 年 ５ 月 ５ 日
	R8.4.1時点の年齢（クラス年齢）
	2　歳

	
	利用施設
	〇〇幼稚園（預かり）ご利用中の施設全て記載してください






ひとり親該当家庭
	☑　該当なし　　　　□該当あり

	提出書類
	□児童扶養手当受給者証　　　　　　　　　　　□戸籍謄本
□母子及び父子家庭等医療費受給者証　　　　　□その他（　　　　　　　　　　　　　）



【以下、第3号認定の方のみご記入ください。】※第3号認定は非課税世帯のみ対象となります。
	続　柄
	父
	母

	R8年1月1日現在の住所地
	☑石垣市内
□石垣市外　（　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　）新３号認定（０歳児～２歳児）の方のみ
記入が必要です



	□石垣市内
☑石垣市外　　
（　●●市 　　　　　　　　　　　　　　　　）


※R8年1月1日に市外に住所があった方は令和8年度の所得課税証明書(または非課税証明書)の添付をお願いします。
[bookmark: _Hlk170224353]（9月からの認定継続可否判定に使用します。確認できない場合は認定取消となる場合があります。）

同居者を全員記入して下さい。(単身赴任等により別居している方も記入して下さい。)
	申請子ども・保護者及び同居者
	ふりがな
氏名
	認定子どもとの続柄
	生年月日
	就労先・学校名
	居住
状況
	保育の利用を
必要とする理由

	
	①
	いしがき　やまろう
	父
	昭和・平成・令和
61年　5月　10日
	石垣市役所
	同・別
	就労

	
	
	石垣　山郎
	
	
	
	
	

	
	2
	いしがき　はなこ
	母
	昭和・平成・令和
２年　４月　３日
	(株)●●商事
	同・別
	就労

	
	
	石垣　花子
	
	
	
	
	

	
	3
	いしがき　うみ
	本人
	昭和・平成・令和
５年　5月　５日
	△△こども園
	同・別
	

	
	
	石垣　海　
	
	
	
	
	

	
	4
	いしがき　だいち
	兄
	昭和・平成・令和
1年　7月　7日
	〇〇小学校
	同・別
	就学のため

	
	
	石垣　大地
	
	
	
	
	

	
	5
	いしがき　そら
	祖父
	昭和・平成・令和
33年　1月　11日
	
	同・別
	高齢のため

	
	
	石垣　空
	
	
	
	
	

	
	6
	
	
	昭和・平成・令和同居する方が申請時を保育することができない理由を記入してください。
例：就学・就園のため
　　仕事のため
　　高齢のため
　　健康上の理由…etc


年　　月　　日
	
	同・別
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	7
	
	
	昭和・平成・令和
　　年　　月　　日
	
	同・別
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	８
	
	
	昭和・平成・令和
年　  月　　日
	
	同・別
	


【申請にあたって同意していただく事項】
1.子ども・子育て支援法第30条の3において準用する同法第16条の規定に基づき、施設等利用給付認定の審査及び申請者や同居家族の市町村民税課税状況の確認に当たって、官公署に対し必要な文書の閲覧又は資料の提供を求めることがあります。
2.申請書等に記載した内容は、施設等利用給付認定や施設等利用費の支給に関する情報として必要と認められる場合に、施設等利用給付費・事業者に提供することがあります。
3.子ども・子育て支援法第30条の11の規定に基づき、施設等利用費は、認定を受けた保護者に代わり、特定子ども・子育て支援提供者に支給される場合があります。
4.新年度4月利用開始の場合は、認定事務が集中し審査等に日時を要するため、申請日に関わらず、子ども・子育て支援法第30条の5第5項の規定に基づき、最長で利用開始の前日まで審査結果のお知らせを延期する場合があります。
5.申請内容が事実と相違した場合は、施設等利用給付認定を取消すことがあります。
6.認定希望日現在で、子ども・子育て支援法第7条第10項第4号ハの政令で定める施設（企業主導型保育事業）の利用がある場合は、本認定の申請はできません。



上記事項について確認・同意し、現況確認届を提出いたします。
石垣市長　様
令和　８  年　８　月　３　日

保護者署名
　　　　　　　　　石垣　山郎　　　
　　
